




１．社会保険未加入企業への減点措置の厳格化

○旧基準では社会性（Ｗ）の労働福祉の状況において、「健康保険及び厚生年金保険」の加
入状況を併せて評価していましたが、今回の改正により「健康保険」と「厚生年金保険」に区
分して評価することとなりました。
○「雇用保険」 「健康保険」 「厚生年金保険」について、未加入の場合の減点幅をそれぞれ
▲４０点として評価することとなりました。

改正の概要

点数
Ｗ点への
影響

Ｐ点への
影響

雇 用 保 険 ▲３０ ▲２８５ ▲４３

健康保険及び
厚生年金保険

▲３０ ▲２８５ ▲４３

合計 ▲６０ ▲５７０ ▲８６

現 行

点数
Ｗ点への
影響

Ｐ点への
影響

雇 用 保 険 ▲４０ ▲３８０ ▲５７

健 康 保 険 ▲４０ ▲３８０ ▲５７

厚生年金保険 ▲４０ ▲３８０ ▲５７

合計 ▲１２０ ▲１１４０ ▲１７１

改正後

減点幅拡大

項目分割

最大で８５点の減点幅拡大



別紙三

労働福祉の状況

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

〔1.有、2.無 〕

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ６ 〔1.有、2.無 〕

3

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ５

3

建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ４ 〔1.有、2.無 〕

厚生年金保険加入の有無 ４ ３

3

健康保険及加入の有無 ４ ２ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

その他の審査項目（社会性等）

項 番 3

雇用保険加入の有無 ４ １ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ４

○社会保険未加入企業への減点措置の厳格化に係る改正に伴い経営事項審査申請書の
「別紙三 その他の審査項目（社会性等）」が、次のとおり改正されました。
○確認資料は改正前（従前）と変更ありません。

項目分割

朱書きは改正事項

【留意事項】
健康保険の被保険者の適用除外の承認
を受けて全国建設工事業国民健康保険組
合や全国土木建築国民健康保険組合など
の「国民健康保険組合」に加入している場
合は、健康保険については「適用除外」とし
て下さい。
※減点の対象にはなりません。

【重要】改正後の基準により申請する建設業者は十分ご留意下さい。



○本邦親会社及び外国子会社の経営規模に係る以下の数値を国土交通大臣が認定し、評
価することとなりました。
・ 海外子会社の完成工事高（Ｘ１）
・ 本邦親会社及び外国子会社合算の利益額及び自己資本額（Ｘ２）
○当該制度を利用して経営事項審査を受審する建設業者は、事前に国土交通大臣の認定
申
請を行い、数値の認定書を受領することが必要です。

【認定申請書の提出先及び問い合わせ先】
○外国子会社の経営実績の評価を希望する建設業者は、直接、国土交通本省土地・建設産
業局建設業課国際建設振興室に認定の申請をして下さい。
○当該制度による認定に係る質問等については、国土交通省土地・建設産業局建設業課国
際建設室に直接お問い合わせ下さい。

改正の概要

２．外国子会社の経営実績の評価



国土交通本省 土地・建設産業局 建設業課 国際建設振興室

①認定の申請

建 設 業 者

②認定結果（認定書）を通知
ア 外国子会社の完成工事高
イ 申請者と海外子会社合算の利益額及び自己資
本額

③経営事項審査申請
【いずれも認定書を添付】
○ 申請者自身の完成工事高を、認定を受けたイ
の金額と合算して申請
○ 利益額及び自己資本額については、認定を受
けたイの金額を申請

①

経 由 庁

②

③

④

近畿地方整備局

⑤

④経営事項審査申請書の
進達

⑤経営事項審査結果
通知書

※近畿地方整備局に経営事項審査
申請書が到達してから結果通知書
発送まで概ね5週間を要します

外国子会社の経営実績の評価を受けようとする建設業者（大臣・近畿地整）の手続きの流れ


